
別表２ 別表２

収用証明書の区分一覧表 収用証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

・ ③ ・・・・・・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※1 ・・・ ・ ③ ・・・・・・・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・・ ※1 ・・・

・ ※2 ・・・ ・ ※2 ・・・

・ ⑴ ・・ ・ ⑴ ・・

・ ・・・ ・ ・・・

・ ⑵ ・・ ・ ⑵ ・・

・ ・・・ ・ ・・・

・ ⑶ ・・ ・ ⑶ ・・

・又は ・又は

独立行 日本鉄

政法人 道建設

鉄道建 公団が

設・運 行う当

輸施設 該資産

整備支 の買取

援機構 り

が行う

当該資

産の買

取り

⑷ ・・ ⑷ ・・

・・・ ・・・

⑸ ・・ ⑸ ・・

・・・ ・・・

・ ・ ・ ・

・ ・ ⑪ 国、地方公共 ・・ ・・ ・・ ・ ・ ⑪ 国、地方公共 ・・ ・・ ・・

・ ・ 団体、独立行政 ・ ・ 団体、土地改良

３３



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

・ ・ 法人緑資源機構､ ・ ・ 区（土地改良区

・ ・ 土地改良区（土 ・ ・ 連合を含む｡)又

・ ・ 地改良区連合を ・ ・ は新エネルギー

・ ・ 含む｡)又は独立 ・ ・ ・産業技術総合

・ ・ 行政法人新エネ ・ ・ 開発機構が・・

・ ・ ルギー・産業技 ・ ・ ・・・

・ ・ 術総合開発機構 ・ ・

・ ・ が・・・・・ ・ ・

⑬ 鉄道事業法に ・・ ・・ ・・ ⑬ 鉄道事業法に ・・ ・・ ・・

よる鉄道事業者 よる鉄道事業者

の鉄道事業の用、 の鉄道事業の用、

独立行政法人鉄 日本鉄道建設公

道建設・運輸施 団若しくは本州

設整備支援機構 四国連絡橋公団

若しくは本州四 が・・・・・

国連絡橋公団が

・・・・・

18の２ 日本郵政公 同 上 同 上 同 上 ※ 「既成 （新 設）

社が設置する郵 市街地」

便物の集配又は とは、産

運送事務を取り 業又は人

扱う郵便局の庁 口が相当

舎で既成市街地 程度集中

(※)内のもの及 し、公共

３４



び高速自動車国 施設の整

道と一般国道と 備及び土

の連結位置の隣 地の高度

接地内のもの（ 利用等の

第13号の２の一 市街地と

部） しての開

発が既に

行われて

いる地域

をいう。

⑳ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※1 ・・・ ⑳ ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※1 ・・・

・・・ ・・・

※2 ・・・ ※2 ・・・

・・・ ・・・

※3 「既成 ※3 「既成

市街地」 市街地」

について とは、産

は、18の２ 業又は人

の｢備考｣ 口が相当

欄参照 程度集中

し、公共

施設の整

備及び土

地の高度

利用等の

市街地と

しての開

発が既に

行われて

いる地域

をいう。

３５



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

 電気事業法に ・・ ・・ ・・ ※ ・・・  電気事業法に ・・ ・・ ・・ ※ ・・・

よる電気事業の ・・・ よる電気事業の ・・・

用に供する電気 ⑴ 離島振 用に供する電気 ⑴ 離島振

工作物のうち水 興法（昭 工作物又は電源 興法第２

力による発電施 和28年法 開発株式会社が 条第１項

設、最大出力10 律第72号) 設置し若しくは 指定

万キロワット以 第２条第 改良する発電施 の規定に

上の汽力若しく １項指 設等のうち水力 より・・

は原子力による 定の規 による発電施設､ ・

発電施設、・・ 定により 最大出力10万キ

・・・（第17号 ・・・ ロワット以上の

の一部） ⑵ 沖縄振 汽力若しくは原 ⑵ 沖縄振

興特別措 子力による発電 興特別措

置法（平 施設、・・・・ 置法第３

成14年法 ・（第17号及び 条第３号

律第14号) 第17号の２の一 定義

第３条第 部） に規定す

３号定 る離島

義に規

定する離

島

⑶ 奄美群 ⑶ 奄美群

島振興開 島振興開

発特別措 発特別措

置法(昭和 置法第１

29年法律 条目的

第189号) に規定す

３６



第１条 る・・・

目的に

規定する

・・・

⑷ 小笠原 ⑷ 小笠原

諸島振興 諸島振興

開発特別 開発特別

措置法（ 措置法第

昭和44年 ２条第１

法律第79 項定義

号）第２ に規定す

条第１項 る・・・

定義

に規定す

る・・・

 ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※ ・・・  ・・・・・・ ・・ ・・ ・・ ※ ・・・

（第17号の２の ・、ガス （第17号の３の ・、ガス

一部） 事業法(昭 一部） 事業法第

和29年法 ２条第７

律第51号) 項の規定

第２条第 によるガ

12項の規 ス工作物

定による たる・・

ガス工作 ・

物たる・

・・

 国が設置する ・・ ・・ ・・  次に掲げるも ※ 「既成

通信施設並びに ののための施設 市街地」

都道府県が設置 (第31号の一部) について

する警察署、派 (ｲ) 国が設置す は、⑳の

３７



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

出所又は駐在所 る通信施設並 ｢備考｣欄

に係る庁舎、警 びに都道府県 の※３参

察職員の待機宿 が設置する警 照

舎、交通機動隊 察署、派出所

の庁舎及び自動 又は駐在所に

車検問のための 係る庁舎、警

施設並びに運転 察職員の待機

免許センター（ 宿舎、交通機

第31号の一部） 動隊の庁舎及

び自動車検問

のための施設

並びに運転免

許センター

(ﾛ) 国が設置す

る郵便物の集

配又は運送事

務を取り扱う

郵便局の庁舎

で既成市街地

(※)内のもの

及び高速自動

車国道と一般

国道との連結

位置の隣接地

内のもの

 独立行政法人 ・・ ・・ ・・ ※ 「水資  水資源開発公 ・・ ・・ ・・ ※ 水資源

３８



水資源機構法第 源開発施 団法第18条第１ 開発基本

２条第２項に規 設｣とは、 項第１号に掲げ 計画に基

定する水資源開 水資源開 る施設(※)で１ づいて新

発施設(※)で１ 発基本計 日につき10万立 築又は改

日につき10万立 画に基づ 方メートル以上 築として

方メートル以上 いて新築 の原水を供給す 行う次に

の原水を供給す 又は改築 る能力を有する 掲げる施

る能力を有する として行 もの（・・・） 設（当該

もの(・・・) う次に掲 施設のう

げる施設 ち発電に

（当該施 係る部分

設のうち を除く｡)

発電に係

る部分を

除く｡)及

び水資源

開発公団

から承継

した同施

設をいう｡

⑴ ・・ ⑴ ・・

・・・ ・・・

⑵ ・・ ⑵ ・・

・・・ ・・・

 独立行政法人緑資源機 独立行政法人 ・・・ ・・・・  緑資源公団法第27条の 緑資源公団の ・・・ ・・・・

構法第27条第１項におい 緑資源機構の ５第１項において準用す 長

て準用する土地改良法第 長 る土地改良法第120条急

120条急迫の際の使用 迫の際の使用の規定に

の規定に基づいて、当該 基づいて、当該資産が収

資産が収用され又は使用 用され又は使用されたと

されたとき き

３９



改 正 後 改 正 前

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

 ・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・  ・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・

(ｲ) ・・・・・・・・・ ・・・・・ (ｲ) ・・・・・・・・・ ・・・・・

(ﾛ) ・・・・・・・・・ ・・・、措置 (ﾛ) ・・・・・・・・・ ・・・、措置

(ﾊ) ・・・・・・・・・ 法令第22条第 (ﾊ) ・・・・・・・・・ 法令第22条第

10項各号の一 ９項各号の一

に該当する旨 に該当する旨

及び・・・ 及び・・・

 ・・・・・、土地改良 ・・・・・・ ・・・ ・・・・  ・・・・・、土地改良 ・・・・・・ ・・・ ・・・・

法、独立行政法人緑資源 ・、土 法、緑資源公団法又は農 ・、土

機構法又は農業振興地域 地改良 業振興地域の整備に関す 地改良

の整備に関する法律の規 事業、 る法律の規定に基づく換 事業、

定に基づく換地処分・・ 独立行 地処分・・・・・ 緑資源

・・・ 政法人 公団法

緑資源 第18条

機構法 第１項

第11条 第７号

第１項 イ若し

第７号 くは第

イ若し ８号の

くは第 事業・

８号の ・・・

事業・

・・・

４０




